
【拡】学校⽀援地域本部等事業

事業概要

事業⽬標

◆多様な学習・体験活動が展開され、学校教育の充実が図られる。
◆地域住民との交流により、子どもたちのコミュニケーション能力や自尊感情、規範意識が高まる。
◆地域住民が、教員が担いきれない業務を支援することにより、教員が教育活動に専念できる。
◆学校を核とした地域活性化が図られる。

H28⾒積：61,474千円（⼀）32,748千円
（H27当初：41,679千円（⼀）22,084千円）

学校支援地域本部

実施内容

現状・課題
◆学校や地域の実情に応じて、地域全体で学校教育を支援する仕組みを構築する。

【目標】 地域ぐるみで学校教育を支援する取組がある学校数 100％ （H31まで）

◆各学校支援地域本部における活動を充実させる。

【目標】 学習支援・登下校安全指導・環境整備等の学校支援活動回数 15,000 回／年

⽣涯学習課

地域による教育支援活動を通じて、さらなる学校教育の充実を
進めるとともに、地域全体の教育力の向上を図り、地域ぐるみで
子どもの育ちを支援する体制づくりを推進する。

◆家庭や地域の教育力の低下が指摘される中、地域社会全体で教育に
取り組む体制の構築が必要

◆市町村や学校によって、地域との連携活動の内容に格差
◆人口減少や高齢化が進む中、学校を支援する人材の育成・確保が必要

市 町 村 等 （設置者） 補 助 及 び 支 援 高 知 県

学校支援地域本部

地 域 住 民

Ｈ28 32市町村 59本部 123校
（他、市町村単独事業として実施 ２市町）

Ｈ27 22市町村 40本部 85校

保護者、地域のスポーツ・文化団体、学生、退職
者、様々な資格・経験・技能を持つ人 等

参 画

人材発掘・登録・マッチング

委
託

◇ 学校支援地域本部事業 （国1/3、県1/3 ・ 2/3）

◇ 土曜教育支援事業（国1/3、県1/3）

◇ 放課後学びの場充実事業

①学習支援者謝金（県2/3） ②教材等経費（県1/2）

③食育学習経費（県2/3）

56,265千円

1,605千円

1,800千円

◇ 学校地域連携推進担当指導主事（４名）の配置

◇ 地域による教育支援活動推進委員会の開催（年２回）

◇ 地域による教育支援活動研修会（全体研修、ブロック別研修 各１回）

各市町村等の実情に
あわせたきめ細かな
支援

市町村等支援、人材育成研修等

学校支援地域本部等事業

学 校

●学習⽀援 ●学校⾏事⽀援
●読書活動⽀援（読み聞かせ、図書館運営等）
●登下校等安全指導 ●環境整備
●クラブ・部活動⽀援 ●防災活動 等

支援活動

放課後学習⽀援
○宿題、⾃習 等

学校と地域を
つなぐ調整役

コーディネーター

学習支援員・教育活動推進員・教育活動サポーター

協
力

依
頼

連
絡
・

調
整

① 人材紹介、マッチング事業 ② 人材育成支援事業

③ 防災対策（マニュアル作成等）支援

④ 人材発掘事業
・ＮＰＯ高知県生涯学習支援センター内に

専属のコーディネーターを配置
・地域住民等を対象としたブロック別研修会

「学び場人材バンク」の設置
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【拡】放課後⼦ども総合プラン推進事業 ⽣涯学習課

事業概要

現状・課題 事業⽬標

放課後等に、子どもたちの安全・安心な活動拠点（居場所）を設け、地域
の多くの方々の参画を得て、様々な体験・交流活動の機会を提供するとと
もに、学習習慣の定着や学ぶ意欲の向上につながる「放課後学びの場」
としても活用し、子どもたちの学びを支援する。

◆ 放課後等に子どもたちが安全・安心な環境で、さまざまな活動に取り組むことができる。
◆ 「放課後学びの場」において、子どもたちが学ぶ力を身に付けることができる。
◆ 学校と地域が連携し、より安全で健やかに、地域で子どもを育てる風土ができる。

◆「放課後学びの場」において、子どもたちが学ぶ力を身につけることができる。
【目標 （H31まで） 】 ・学習支援の実施 95％

◆学校と地域が連携し、より安全で健やかに地域で子どもを育てる風土ができる。
【目標 （H31まで） 】 ・避難訓練の実施 100％ ・防災マニュアルの作成 100％

市 町 村 等 （設置者）

放課後子ども総合プラン

実施内容

H28⾒積：682,854千円（⼀）609,475千円
（H27当初：599,698千円（⼀）526,432千円）

補 助 及 び 支 援

◆全小学校区の約９割に放課後児童クラブ又は放課後子ども教室を設置（H27）

◆多様な体験・交流・学習活動が充実

◆市町村や実施場所によって、活動内容に格差

◆活動内容の充実に向け、人材の育成・確保が必要

◆経済状況等にかかわらず、全ての子育て世帯が利用できる環境が必要

放課後子ども総合プラン推進事業（補助）

高 知 県
補 助 及 び 支 援

放課後子ども教室

○体験活動

○交流活動

地域の多くの⼤⼈
による⾒守り

放課後児童クラブ

放課後児童支援員等

○生活の場

各市町村等（児童ク
ラブや子ども教室）
の実情にあわせた、
きめ細かな支援

委
託

放課後子ども総合プラン

専任の⽀援員等
による⾒守り

～安全・安心な居場所づくり～

＜放課後学びの場＞

○学習活動（宿題等）

Ｈ28 児童クラブ163 子ども教室:小学149・中学47
（ Ｈ27 児童クラブ151 子ども教室:小学142・中学29）

教育活動推進員

教育活動サポーター

地域住民 保護者、地域のスポーツ・文化団体、学生、退職者、
様々な資格・経験・技能を持つ人 等

参 画

人材発掘・登録・マッチング

◇ 放課後児童クラブ推進事業 （県1/3）

◇ 放課後児童クラブ施設整備助成事業（県1/3） 10 →14ヵ所

◇ 放課後子ども教室推進事業（国1/3、県1/3）

◇ 放課後学びの場充実事業

①学習支援者謝金（県2/3） ②発達障害児等支援（県1/2）

③防災対策経費（県1/2） ④教材等経費（県1/2）

◆ 放課後子ども総合プラン利用促進事業 （県1/2 → 県2/3）

保護者利用料を市町村等が減免した場合の助成

◆ 放課後児童クラブ開設時間延長支援事業（県1/2）

333,127千円

118,356千円

168,453千円

31,135千円

10,029千円

3,650千円

◆ 放課後児童支援員認定資格研修の実施（年１回→年２回）

◆ 子育て支援員研修（放課後児童コース）の実施（年１回）

◇ 放課後児童クラブ・放課後子ども教室研修

放課後子ども総合プラン推進事業（補助）

人材育成研修等

① 人材紹介、マッチング事業 ② 人材育成支援事業

③ 防災対策（マニュアル作成等）支援

④ 人材発掘事業
・ＮＰＯ高知県生涯学習支援センター内に

専属のコーディネーターを配置
・地域住民等を対象としたブロック別研修会

学び場人材バンクの設置

コーディネーター

学校と
地域を
つなぐ
調整役
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厳しい環境にある⼦どもたちへの⽀援（就学前） 幼保⽀援課

事業概要

現状・課題 事業⽬標

生まれ育った家庭の経済状況などに左右されず、すべての子どもたちが、どこ
にいても質の高い保育・教育を受け、健やかに育つことができる。

期待される効果期待される効果

H28⾒積：66,904千円（⼀）66,904千円
（H27当初：19,567千円（⼀）19,567千円）

※国の経済対策による前倒し 26年度2⽉補正：47,337千円（⼀）20,024千円

厳しい環境にある子どもの保護者へのアプローチや関係機関と連携した支援の強化を図る
ため、市町村にコーディネーターを配置する場合や保育所に加配保育士を配置する場合の財
政支援を行うことにより、子どもや保育者に寄り添った支援を行う。

実施内容

◆年齢別認可施設未入所者数
０歳：3,893/4,917人（79.2%) 、１歳：1,693/5,218人(32.4%)、２歳：1,094/5,304人（20.6%)
３歳：105/5,267人(2.0%) 、４歳：87/5,484人（1.6%） 、５歳：40/5,476人（0.7%)

※保育所運営状況等調査(H27.4.1現在)・学校基本調査(H27.5.1現在)による

◆保育士不足等により保育所等に入所している課題を抱える子ども・家庭への個別の支援が十分でない。

◆保育者への支援
・親育ち支援啓発事業（講話、事例研修、ワークショップ）
・親育ち支援保育者フォローアップ事業

【１号認定】
幼稚園・認定こども園

【２号認定・３号認定】

直接申込

○親育ち・特別支援保育コーディネーターの配置：17人
・コーディネーターの質向上のための研修 3回実施

○家庭支援加配保育士の配置：73人（うち県単47人）
・加配保育士の質向上のための研修 1回実施

保

護

者

課題を有する子どもへの支援

【親育ち・特別支援保育コーディネーターの配置】
H28見積：19,567千円

（H27見込：6市町村7人→H28見積：13市町村17人）
◆補助内容

小学校への円滑な接続
要保護児童対策地域協議会との連携
支援計画の進捗管理など

◆補助率：１／２
◆配置人数：１市町村２人以内
◆補助期間：Ｈ２７～２９

課題を有する子どもへの支援（家庭訪問を含む）
【家庭支援加配保育士の配置】 H28見積：47,337千円

（H27見込：63人（うち県単36人）→H28見積：73人（うち県単47人））
◆補助率：１／２
◆配置人数：１施設２人以内
◆補助期間：Ｈ２７～２９

課題を有する子どもの
洗い出し（ひとり親・育児

力不足等）

◆子どもに寄り添った支援
◆保護者へのアプローチ
◆関係機関とのつなぎ

支援計画の作成

連携

利用調整・決定

福祉保健所・児童相談所・療育福祉センター

◆保護者への支援
・親育ち支援啓発事業（講話、ワークショップ）
・基本的生活習慣向上事業

【２号認定 ３号認定】
保育所・認定こども園・地域型保育

・延長保育事業
・一時預かり事業
・病児・病後児事業

市
町
村

申込

支援

支援

特別支援保育推進事業
（特別支援保育・教育推進事業費補助金）

家庭支援推進事業
（保育サービス等推進総合補助金）
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親育ち⽀援推進事業等全体概要 幼保⽀援課

子どもたちの健やかな育ちのために、 「親の子育て力の向上」 「園の親育
ち支援力の向上」「保護者と園の相互理解の促進」を目的に保護者や保育
者への支援等を実施する。

事業概要

核家族化や少子高齢化等を背景に、子どもへの接し方がわか
らなかったり、子育てに不安や悩みを抱えたりする保護者が増
えていることから、日常的・継続的に親育ち支援を行っていくこと
が必要である。

現状・課題 事業⽬標

実施内容

園の親育ち支援体制を充実させることにより、園の親育ち支援力の向上を
図ることができる。こうした取組を推進することにより、親の子育て力の向上を
図ることができ、子どもの健やかな育ちにつながる。

期待される効果期待される効果

H28⾒積： 6,878千円（⼀）5,400千円
（H27当初： 8,613千円（⼀）3,450千円）

○親育ち支援啓発事業 Ｈ28：保護者研修・保育者研修合わせて 90回実施、親育ち支援講座 ３会場
○基本的生活習慣向上事業 Ｈ28：基本的生活習慣の取組状況調査（生活リズムが改善した割合70％以上）
○親育ち支援保育者ﾌｫﾛｰｱｯﾌﾟ事業 Ｈ28：研修会 14回実施
○保護者の一日保育者体験推進事業 Ｈ28：新規園 12園

子 ど も た ち の 健 やか な 育 ち

親育ち支援力の向上 親の子育て力の向上

保護者と園の
相互理解の促進

○親育ち支援保育者を
中心とした支援体制の
充実

○良好な親子関係の構築

■親育ち支援啓発事業
○保護者への講話

○ワークショップ
■基本的生活習慣向上事業

（H28見積：1,557千円）
○パンフレット等の増刷、配付
○各園で指導者用手引きを活用

した学習会の実施
○基本的生活習慣取組強調月間

■保護者の一日保育者体験推進事業
（H28見積：1,469千円）

・親の子育て力の向上
・保護者、保育者の相互理解の促進
・保育・教育の質の向上

子育て力向上支援事業費補助金
・ 補助対象：私立保育所、私立幼稚園、

私立認定こども園
・ 補助先：市町村
・ 補助基準額（定額）: 初年度のみ、１園 １００千円

■親育ち支援啓発事業
（H28見積：2,368千円）

保育者の日常的な親育ち支援力の向
上を図る

○保育者への講話
・市町村単位の合同研修
・園内での研修

○事例研修
○ワークショップ
○親育ち支援講座 ３会場

■親育ち支援保育者
フォローアップ事業
（H28見積：1,484千円）

親育ち支援保育者育成研修会修了者
のスキルアップやコーディネート力の
向上を図る

○親育ち支援実践交流会
○園内での保育者研修・保護者研修
○親育ち支援保育者専門研修
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重点校10校を指定し、中退防止半減プランを作成し組織的な取組により、退学者数
は前年度に比べ約20％減少した。しかしながら、多様な生徒の個々の変化に対応し
た指導はまだ十分ではない。

また、生徒の現状を分析したうえでの基礎学力の定着と向上についての取組は進み
つつあるものの、効果的な指導方法の確立や、ＰＤＣＡサイクルを意識した学校の組
織的な指導体制については、さらなる充実が必要である。

【組替新】社会で⽣き抜く⼒を育む応援事業 ⾼等学校課
H28⾒積：71,403千円（⼀）66,805千円

（H27当初：44,385千円（⼀）41,504千円）

中途退学を防止するために、重点的な取組の方向性を「人間関係づくり」、「学力の
向上」に焦点化し、効果的な学習や仲間作り活動を支援する。

また、低学力の生徒の学力を向上させるだけでなく、高い学力の生徒もより伸ばす
ために学習意欲を高め、自主学習を促進する指導を行う。

事業概要

現状・課題

○重点校におけるH24年度の中途退学者数191名を半減させる

○D3層の減少と家庭学習時間の増加

事業⽬標

実施内容

高校入学後早い時期から、個に応じたきめ細かな指導を組織的に行
うことで、早期の中途退学を防ぐとともに、基礎学力の定着と向上を図
ることで、生徒の進路希望の実現につながる。

期待される効果期待される効果

２ 学力向上 60,769千円 （44,385千円【422-19より組替】) 
○学力定着把握検査

全国的指標による学力分析を行うことで、各校において、生徒の現状を分析
１ 中途退学の防止 10,142千円
これまでも、中途退学防止重点校が作成した中途退学半減プランを学校全

体で組織的に取り組むことで生徒の変容を学校が実感し、中退者は減少した。
今後も課題を抱える多様な生徒が入学する実態を踏まえて、より組織的に
個々の生徒の状況に応じた支援を拡充することで中退者を減少させていく。
重点校中退者数の減少
H24年度:191名 → H25:145名 → H26:109名 → H27:H24の中退者数を半減

○仲間づくり合宿の実施
（H27:25校 → H28:27校）
○生徒支援ノート（キャリアノート）を作成
（H27:14校１年→H28:14校１年と２年）
※中途退学防止重点校10校、社会人基礎力育成プログラム研究指定校６校

重複２校
○生徒支援ノート活用研修
○学習支援員を活用した補力補習
○スクールカウンセラー（SC）、スクールソーシャルワーカー（SSW）の

配置（人権教育課）
○教員のカウンセリングマインド向上のための研修充実

国 指標 分析 行 、各校 、 徒 状 分析
したうえでの基礎学力の定着と向上についての取組は進みつつあるものの、効
果的な指導方法の確立や、ＰＤＣＡサイクルを意識した学校の組織的な指導体
制については、さらなる充実が必要である。 また、低学力の生徒の学力を向
上させるだけでなく、高い学力の生徒もより伸ばすために学習意欲を高め自主
学習を促進する指導を行う。
○D3層：H27高校３年生（H25高1:34.1% → H26高2:28.3% → H27高3:30.4%）

H27高校２年生（H26高1:38.2% → H27高2:24.8%）

○家庭学習時間

○高等学校つなぎ教材（国・数・英）の配付
○学習支援員事業
○インターネットツールを活用した家庭学習の定着の研究（再掲）
○インターネットツールを活用した大学進学学力の向上研究（再掲）
○遠隔教育の研究（再掲）
○大学進学チャレンジセミナーの実施（野市会場・須崎会場 進学協との共催）

３ ソーシャルスキルトレーニングの研究 492千円
発達障害など対人関係に難のある生徒に社会性を身につけさせるための教育

について、研究指定校を指定し研究する。 4747

高1年4月 高1年9月 高2年4月 高2年9月 高3年4月
H25入学生 52分 34分 26分 27分 27分
H26入学生 56分 36分 29分 29分
H27入学生 62分 39分



【新】幼児教育の推進体制構築事業【幼児教育の推進体制の拡充】 幼保⽀援課

幼稚園・保育所等における組織力・実践力の向上を図るため、幼児期の特性を生かした教育・保育の
指導方法を示したガイドラインを策定する。それを活用した自己評価・学校評価を適切に実施することで、
組織マネジメントが効果的に推進する仕組みを構築する。

また、保育者の質の向上については、キャリアステージに応じた資質・指導力を育成するための研修
体系や取組内容の再構築を行い、人材育成研修の強化を図る。

事業概要

現状・課題
事業⽬標

各園における組織力・実践力の向上及び人材育成の充実による
就学前における教育・保育の質の向上

期待される効果期待される効果

H28⾒積：9,955千円（―）0千円

◆園評価システムの構築（支援の手引き作成）
◆研究園による研究発表 １園２回
◆シンポジウムの開催 １回
◆人材育成研修の再構築

実施内容 教育・保育の質の向上委員会の設置
○園評価システム構築の検討（保育の質向上シート作成・活用等への指導・助言） 人材育成研修の体系の検討及び内容への指導・助言

幼児教育の研修体制は整ってきたものの、県内の幼稚園・保育所等での園内研修の実施や園外研修への参加に対す

る意識に差があることや、臨時・パート職員の割合が高いために研修への参加が難しい職員が多いこと、任命権者が市町
村であることから統一した指導が困難であることから、市町村・園による教育・保育内容の充実を図りきれずにいる。

また、園評価や園内研修支援の充実のため、アドバイザーの確保と質の向上を図る必要がある。
さらに、より効果的な人材育成に向けて、教育センターでの人材育成研修の再構築を大学と連携して行う必要がある。
・県の事業である園内研修支援を実施した園の割合 26.0％（H26年度支援実績） 57.0％（H16～26年度累積支援実績）
・保育教諭・保育士の割合 正規職員 44.0％ 臨時・パート職員 56.0％（H27年4月1日現在）

○園評価システム構築の検討（保育の質向上シ ト作成・活用等への指導・助言）、人材育成研修の体系の検討及び内容への指導・助言
○構成員（県幼保支援課・県教育センター・学識経験者等）

人材育成研修の再構築

キャリアステージ研修の内容充実 ・ 専門研修の内容充実

１日目 ミドル研修の公開
・教育センターにおける集合研修
・園における実践研修

２日目 人材育成研修の取組発表
パネルディスカッション

シンポジウムの開催

更なる研修内容の充実

園評価システムの構築

質向上シートを活用した自己評価の見直し・充実

各園

センター研修への参加
大学での学び直し

教育
センター

保育者育成指標の作成
研修の見直し・充実

大学

研修の提供

アドバイ
ザー

幼保推進
協議会

協力園

質向上シートの作成
活用の促進
実施状況の把握

支援の手引き活用
協力園でのシート活用

質向上シートの実施
保育の見直し・充実

依頼

報告

指導・支援報告
改善案

・保育者用実践力向上DVDの作成・配付
・研究園の指定

年間研修計画に基づく園内研修の実施
指導主事、アドバイザ―による支援
研究発表の実施

（公開保育・幼保推進協議会）

園内研修の充実・拡大

・アドバイザーの増員
・アドバイザーの資質・専門性の向上

支援の手引き作成
連絡会の実施（年間３回）

国・県の動向についての情報提供
支援内容の充実に向けた協議

研修会の実施

支援の充実・拡大 組織力
実践力の
向上

質向上シー
ト活用

課題の把握

保育の見直
し・充実

評価項目の
見直し

自己評価の
実施

さらなる

保育の見直
し・充実指導・支援

園訪問

人材育成研修
の充実

園内研修支援 参加

指導
支援

受講

各園

自己評価

講師・助言

研修効果の検証・共有

協力
園

保育記録
分析

研修効果の検証
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H28⾒積：9,208千円（⼀）9,208千円

小規模なコミュニティの体制を作ることにより、身近で、温かみの
ある地域の中で、見守りと、子どもや保護者のニーズに合ったきめ
細かな支援の充実を図る。

【モデル事業として 高知市：２か所、高知市以外：１か所を実施】

期待される効果

地域のマンパワーを活用し子育てを支援する仕組みとして、高齢者等や子育て世代の交流や一時的に子どもを
預けることができる場所等を合わせ持った事業を展開する多機能型保育の設置を進める。特に、待機児童が発
生している地域において、保護者ニーズに柔軟に対応ができる家庭的保育事業の拡充を図る。

事業概要

事業⽬標

実施内容

現状・課題

研 修

※参考
【家庭的保育事業（市町村認可事業）】
・対象年齢： 0〜2歳児 ・認可定員： 1〜5⼈
・職員数：乳幼児3⼈に対し1⼈ ・職員資格：家庭的保育者

【現状】 地域型保育事業所：７市村１５か所（家庭的保育事業所：０か所）
【課題】◆少子化、核家族化により地域全体で子育てを支援する繋がりが薄れている。

◆待機児童の多くは０・１歳が多く、高知市等中心部に集中している。
◆保育所への入所が４月に集中するため、育児休業明けでの年度途中受け入れ施設が少ない。

家庭的保育事業所や保育所等において、地域の見守りの中で働きながら子
育てしやすい環境を整えることにより、保護者に寄り添った子育て支援を充実
する。

地域型保育⼈材
育成事業

⼈材育成
＋

保育所等を中⼼に０歳を
中⼼（０〜２歳）とした
預かり施設を拡⼤する。

補助先：メンバーが5人以上の団体
補助率：定額

多機能型保育連携モデル事業費補助金

【新】多機能型保育連携モデル事業 幼保⽀援課

子育て家庭へ
の支援◆補助対象経費

改修時に、⾼齢者等の集いの場を併せて
整備する場合に必要な施設整備費等

◆補助基準額：750,000円/1か所

②家庭的保育整備支援事業
(改修費用への上乗せ補助）

職員数 乳幼児 対 職員資格 家庭的保育者
・保育室等：3.3㎡/⼈ ・⾃園調理、調理設備
【連携内容】
①保育内容の⽀援

・給⾷に関する⽀援
(献⽴作成の助⾔、アレルギー児への相談・助⾔等)

・嘱託医(健康診断) ・園庭開放
・合同保育

(発達に遅れがある可能性のある⼦どもの早期発⾒や家庭⽀援)
②代替保育（家庭的保育者の病気・休暇、研修等の場合）
③卒園後の受け⽫の設定

活動支援
委託内容：モデル事業の発掘、情報発信

事業全体の業務支援
委託先 ：未定

多機能型保育連携モデル
支援事業委託料

地域と保育所等との連携により、保育所等を交流の場所として提供
◆交流事業等の内容

・⾼齢者等のマンパワーを保育補助者に活⽤
・地域のお年寄りや⼦育てサークルとの交流

（育児や⽇常⽣活等の情報提供、ちょっとした時間の⼦どもの⼀時預かり）
・保育所と地域をつなぐ調整役の設置

◆補助対象経費
・保育所等において交流事業を実施する場合に必要な準備経費（事業開始前6カ⽉）

補助基準額：50,000円/⽉
・保育所等において交流事業を実施する場合に必要な運営経費（事業開始後12カ⽉）

補助基準額：100,000円/⽉

③保育所等地域連携事業

家庭的保育者

フォローアップ研修⾼齢者等の集ま
る場所の提供

連携施設（保育所等）

⼦育てサークル ⼦育てサークル

⾼齢者等の集ま
る場所の提供

⾼齢者

⾼齢者

補助率：定額

地域と家庭的保育事業所との連携により、家庭的
保育事業所を交流の場所として提供
◆交流事業等の内容

・⾼齢者等のマンパワーを保育従事者に活⽤
・地域のお年寄りや⼦育てサークルとの交流

（育児や⽇常⽣活等の情報提供、ちょっとした
時間の⼦どもの⼀時預かり）

・家庭的保育事業所と地域をつなぐ調整役の設置
◆補助対象経費

・家庭的保育事業と併せて交流事業を実施する
場合に必要な準備経費（事業開始前6カ⽉）

補助基準額：50,000円/⽉
・家庭的保育事業を併せて交流事業を実施する場

合に必要な運営経費（事業開始後12カ⽉）
補助基準額：100,000円/⽉

①家庭的保育地域連携事業
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保育⼠等⼈材確保事業 幼保⽀援課
H28⾒積：57,320千円（⼀）15,813千円

（H27当初：40,394千円（⼀）11,526千円）

子ども・子育て支援事業支援計画に基づいて、必要な保育士が確保できるよう、人材育成、就業継続
支援、再就職支援等の取組を実施する。

◆福祉・人材センターにコーディネーターを配置し、求職者と雇用者双方のマッチングや研修の実施
◆保育士修学資金の貸付

事業概要

◆ 求職者と雇用者のマッチングでは、途中入所に対する募集など非常勤やパートといった勤務形
態での就労が想定されるため、再就職後も継続的な支援を行っていくことが必要である。

◆慢性的な保育士不足に加え、保育士等の就職希望者が、保育士養成施設等を卒業後、県外に
就職したり、他の職種に就くなど、県内での次世代の保育士確保が困難になってきている。

現状・課題
◆保育士として就労意欲のある潜在保育士等を、就業時間等のミスマッチ

や就業への不安などにより再び潜在保育士にしないよう支援を促進する。
◆保育士修学資金を貸し付け、保育士を養成することにより、県内の保育

士を確保し、若者の定住促進を図る。
※保育士修学資金の貸付（H28年度）：1年生25人、2年生20人(Ｈ27：20人)

事業⽬標

実施内容

求職者と雇用者双方のマッチングや研修を行い、潜在保育士の再就
職等を支援するとともに、次世代の保育士を養成により、慢性的な保
育士不足の解消につながり待機児童の解消が図られる。

期待される効果期待される効果

保育士等人材

保育士等人材確保事業

◆補助対象経費等：

保育士修学資金
貸付事業費補助金
H28見積：51,393千円

◆委託内容：
①保育士再就職支援コー

ディネーターの配置
②新規卒業者の確保、

就業継続支援事業
・高校生及び指定保育士
養成施設の学生を対象と
した人材確保の取組
・就業継続支援研修
・潜在保育士の再就職を
支援する研修等

◆委託先：
高知県社会福祉協議会

◆負担割合：国1/2、県1/2

確保事業委託料
H28見積：5,927千円

高知県社会福祉協議会
・再就職支援コーディネーター配置
・求人情報の把握、整理
・求職者と雇用者のマッチング
・潜在保育士の再就職等を支援する研修実施
・指定保育士養成施設の学生等に対する就職

説明会実施
・指定保育士養成施設在学する学生に修学資

金を貸付潜在保育士等
・求職登録
・就職前研修に参加

保育所・幼稚園等
・求人情報の提供
・潜在保育士の受入体制づくり
・保育士等の就業継続に対する

取組

保育士不足解消
求人・求職の円滑化

指定保育士養成
施設の学生等

・就職説明会に参加
・求職登録
・保育士修学資金の借用

①保育士修学資金の貸付原資
として交付する額

②貸付事務費
◆補助先：高知県社会福祉協議会
◆補助基準額：

①貸付金
・基本額：月額50千円/人
・入学準備金：200千円/人
・就職準備金200千円/人
・生活費加算（生活保護世

帯又は低所得者世帯）
②貸付事務費

5,700千円
◆補助率：国3/4、県1/4

【貸付対象者】 ・指定保育士養成施設に在学する者
・優秀な学生であって、かつ、家庭の経済状況等から真に貸付が

必要と認められる者
【貸付期間】 養成施設に在学する期間（原則2年間）
【返還の債務の当然免除】

県内の保育所等において児童の保護等の業務に5年間（過疎地域において当
該業務に従事した場合は3年間）引き続き従事した場合は、返還債務を免除
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【組替新】教育版「地域アクションプラン」推進事業 教育政策課

事業概要

現状・課題 事業⽬標

市町村と協働のうえ、左記課題の解決に向けた重点的な取
組を行うことにより、教育大綱および第２期基本計画におけ
る目標達成に資する。

期待される効果期待される効果

H28⾒積：187,773千円（⼀）187,773千円
（H27当初：187,787千円（⼀）187,787千円）

○教育大綱及び第２期基本計画に掲げる「知・徳・体」をはじめとする目標の達成など、
県全体の教育振興を図るため、方針や課題等を定期的に共有しながら、県と市町村が協働
して事業を実施する。

○H22年度から取組を進めた結果、「知・徳・体」の状況は一定改善して
きたものの、中学生の学力や生徒指導上の諸問題などは全国平均と比較し
て依然厳しい状況にある。

○厳しい環境にある子どもたちの支援の充実・強化をはじめ、市町村にお
ける積極的な対応が求められる課題が新たに発生してきている。

○こうした課題に対して、市町村においては予算や人的な制約があること
から、新たな対応が単独では困難な状況にある。

【検証方法】
・地域アクションプラン進捗管理表による、県と市町村との間の情報共有及び計画立案・

事業実施者である市町村による自己検証（中間・最終）の実施

新たに知事が策定する「教育等の振興に関する施策の大綱」及び第２期高知県教育振興基
本計画を効果的に推進するためには、県と市町村との連携・協働により教育施策を展開する必
要がある。このため、教育大綱及び第２期基本計画に盛り込んだ教育振興の方向性や「知・
徳・体」をはじめとする目標の達成に向けて推進される各市町村の自主的・主体的な取組みを
教育版「地域アクションプラン」として位置付け、人的（各教育事務所への担当指導主事配
置）及び財政的（地域教育振興支援事業費補助金）な支援を行う。

【教育大綱等の方向性】
・チーム学校により組織的・協働的に目標の実現や課題の解決に取り組める学校の構築
・厳しい環境にある子どもたちの貧困の世代間連鎖を教育によって断ち切る 等

※うち課題解決先進枠 150,652千円

実施内容

○地域によって教育課題や歴史・文化、教育に生かせる
地域資源等が異なっていることから、県が画一的に実施する
対策だけでは解決できない教育課題がある。

２ 各教育事務所に配置された担当指導主事等による事業内容への積極的な助言・
協力の実施

３ 進捗管理表の作成による進捗管理の徹底（年4回）及び計画立案者・事業実施者
である市町村による自己検証（年2回）の実施

事業実施者である市町村による自己検証（中間・最終）の実施

・各事業について、可能な限り成果指標を明確にしたうえで取り組みを推進し、年度末に
は進捗管理表をベースとして、より分かりやすく成果をまとめた資料を市町村が作成・
公表。

これまでの取組事例（H26実施市町村数→H27実施市町村数）

◎学力向上に向けた取組（33市町村→31市町村）

[実績例]

小中全25校が各校の規模・地域性に応じた研究（共通テーマは「学力向上」）に校長の

リーダーシップのもと一校一役「オール四万十」を合言葉に取組むことで、学力向上への

機運が高まり、学力を向上させた。（県版学力調査では1教科を除き、小中学校とも県平均を上回った。）

学校⼒・授業⼒向上事業＜四万⼗市＞

◎不登校児童・生徒のための学習支援や仲間づくり活動（21市町村→21市町村）

[実績例]

支援員を効果的に活用するため校内特別支援委員会を組織し、特別支援コーディネーターの支援計画の

もと小中学校に支援員（各２名）を配置。複数の目で見ることで、支援の必要な児童生徒の学習定着度

を高めることができ、学級内での学力差も少しずつ改善し、全員高校合格へと繋がった。

「いきいき学習⽀援員」設置事業＜⽥野町＞

◎ICTを活用した分かる楽しい授業づくりなど、ICT活用指導力の向上による授業改善（７市町村→11町村）

[実績例]

ICT支援員をモデル校に配置し、市教委との連携のもと、ICTを活用した授業づくりや情報通信技術地

域人材の育成モデルの確立を図った。また、モデル校以外の学校へ広げていくことで、ICT活用への教

員の抵抗感が少なくなった。（モデル校における「授業中にICTを活用して指導する能力」の「わりにできる・や

やできる」の割合 H24：78.9％→H25：89.2％→H26：100％ ）

保幼⼩中連携推進事業（学⼒向上推進プロジェクト）＜南国市＞

１ 高知県地域教育振興支援事業費補助金
教育大綱や第２期基本計画に定められた方向性を踏まえた取組のうち、

次のいずれかに該当するものを対象とする。

① チーム学校により組織的・協働的に目標の実現や課題の解決に取り組める学校を構築するための取組

② 厳しい環境にある子どもたちの貧困の世代間連鎖を教育によって断ち切るための取組
③ 就学前の子どもたちの教育・保育環境の整備を進め「生きる力」の基礎をつくるための取組
④ 安全・安心で質の高い教育環境を実現するための取組

・南海トラフ地震等の災害に備えた取組の推進
・ＩＣＴの活用による教育活動の質的向上の取組や校務処理等の効率化による教職員が

児童生徒に向き合う時間の創出につながる取組
⑤ 県と市町村教育委員会との連携・協働を充実・強化するための取組

・高知県教育の日「志・とさ学びの日」の趣旨を広く住民に浸透させるための取組
⑥ 生涯学習やスポーツの振興のための取組
⑦ 学校等に対する意見や苦情等に適切に対応するための取組
⑧ ①から⑦までの取組以外の教育振興につながる特徴的・先導的な取組
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教育政策課

事業概要

現状・課題

高知県教育の日「志・とさ学びの日」（11月１日）の趣旨に沿って、「すべての県
民が、教育について理解と関心を深め、高い志を持つ子どもたちを育み、ともに学びあ
う意識を高めるとともに、一人ひとりが学ぶ目的や喜びを自覚し、生涯にわたって学び
続ける風土をつくりあげていく」ため、県民の皆様が教育の現状について知り、考える
ためのきっかけづくりをはじめ、市町村等と連携した取組を行う。

みんなで育てる教育の⽇推進事業

県民の皆様の本県教育に対する意識を一層高揚させるとと
もに、家庭や地域との連携強化を図ることにより、教育的な
風土づくりにつなげていく。

【検証方法】

・各市町村の教育データの公表状況 関連行事の

期待される効果期待される効果

◆本県が抱える教育課題を解決し、子どもたちを更に健やかに育成していくため
には、県民の皆様との教育に対する意識の共有や、家庭・地域・学校の連携強
化が重要

◆このため、県民の皆様が教育の現状について知り、考えるためのきっかけづく
りや、家庭・地域・学校の連携を強化する取組の充実・強化が必要

H28⾒積： 5,111千円（⼀）5,111千円
（H27当初： 4,739千円（⼀）4,739千円）

「志・とさ学びの日」の趣旨に沿った各種取組の展開により、県民の皆

様に教育について考えてもらうきっかけづくりや、家庭・地域との連携

強化に取り組むことで、教育的な風土づくりを図る。

事業⽬標

実施内容

・各市町村の教育データの公表状況、関連行事の

実施状況等を調査

教育について考えるきっかけづくり 広報と市町村・関係団体への⽀援
◆高知県教育の日「志･とさ学びの日」推進県民協議会の開催（年2回）

◆教育データの公表（新聞広告見開き2面）

・新聞広告を活用し、高知県の教育に関するデータを公表（11/1）

・市町村においても、可能な範囲で地域の教育関係データを11月号

広報誌等に掲載

◆ホームページ、横断幕、県広報誌、新聞広告等による周知

◆啓発のための標語・ポスターの作成

・県民の皆様を対象に標語を募集

・児童生徒を対象に標語に沿ったポスター図案を募集

◆関連行事の実施

・県教委が実施主体となるもの

・11月を中心として市町村や学校が実施する学校開放や各種講演会な

ど趣旨に沿う教育文化行事

・市町村など一定のまとまりを単位とした一斉取組

・市町村と県との連携行事

標語・ ポスタ ー図案 表彰式
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【新】県⽴学校コンクリートブロック塀等改修⼯事 学校安全対策課
H28⾒積：38,987千円（⼀）0千円

事業概要

現状・課題 事業⽬標

実施内容

・地震によるブロック塀等の倒壊を防ぐことで、児童生徒や
地域住民の安全を確保する。

・発災時の避難路の通行の安全を確保する。

期待される効果期待される効果

これまで大きな地震が発生するたびにブロック塀が倒壊する被害が相次ぎ、時と
して死傷者も出ている。南海トラフ地震の際にも、同様の被害により児童生徒や地
域住民がブロック塀の倒壊に巻き込まれたり、避難する際の支障となることが予
想されることから、倒壊の危険のある県立学校のブロック塀等の改修を行う。

改修を必要とするブロック塀等を有する県立学校（36校）
高等学校 29校
特別支援学校 ７校（すべてH28設計→H29工事）

ブロック塀等の危険度により優先順位を付け、平成30年度末までの
対策完了を目標に計画的な改修を行う
H28：設計→H29：工事（17校）
H29：設計→H30：工事（19校）

改修前

劣化が進んでいたり、高さのあるブロック塀等を撤去した後、軽量な目隠しフェンス
や強度の高いコンクリート塀等に改修するための設計等を行う（17校）

地震により倒壊したブロック塀
（平成19年新潟県中越沖地震）

改修後
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保育所・幼稚園等の南海トラフ地震対策 幼保⽀援課

事業概要

○耐震診断実施率 86.4%（H27.4現在） → 89.2%（H28.3見込）
○耐震化率 84.8%（H27.4現在） → 88.1%（H28.3見込）
○窓ガラス飛散防止対策実施率 89.4%（H27.4現在） → 94.4%（H28.3見込）
○抜本的な津波対策として高台移転の促進が必要
○避難訓練の定着や防災マニュアルの検証・見直しが必要

現状・課題

○耐震診断実施率 H28年度末 92.8%
○耐震化率 H28年度末 92.1%
○窓ガラス飛散防止対策実施率 H28年度末 100%
○地震を想定した訓練の年3回以上実施率 H28年度末 100%
○防災マニュアルの検証・見直し

事業⽬標

実施内容

○各保育所・幼稚園等の地域の実状に応じた地震・津波対策を充
実させることにより、園児の生命や身体の安全を守る。

期待される効果期待される効果

H28⾒積： 774,857千円（⼀）1,419千円
（H27当初：1,018,828千円（⼀）1,378千円）

南海トラフ地震に備えるため、保育所・幼稚園等の安全対策や高台移転等に係る財政支援
や、職員・保育者に対しての研修会を実施し、乳幼児の安全の確保を図る。
①耐震化の促進 ②室内の安全確保等の促進 ③高台移転の促進
④避難訓練の定着 ⑤防災マニュアルの充実
⑥事業継続計画（ＢＣＰ）策定に向けた検討と支援 ⑦備蓄品確保の促進

ハ ド対策（773 438千円） ソフト対策（1 419千円）

高知県防災キャラクター
©やなせたかし つなみまん

【②室内の安全確保等の促進】
◆保育所・幼稚園等安全確保対策事業費補助金（事業完了により廃止）

・引き続き、室内安全対策・点検の実施、避難車の整備を要請

【③高台移転の促進】
◆保育所・幼稚園等高台移転施設整備事業費補助金（533,631千円）

・高台移転及び高層化を検討するにあたり必要となる経費への補助
・高台移転及び高層化に伴う施設整備への補助

ハード対策（773,438千円） ソフト対策（1,419千円）
【④避難訓練の定着】
【⑤防災マニュアルの充実】
【⑥事業継続計画（ＢＣＰ）策定に向けた検討と支援】
◆防災教育等研修会（3か所）

・園児の安全能力の育成に係る研修
・各園の防災マニュアルの検証、情報交換等

◆避難訓練の定着、防災マニュアルの改善状況の把握・検証

【⑦備蓄品確保の促進】
◆保育所・幼稚園等に乳幼児・職員用備蓄品の確保を要請

じしんまん

【①耐震化の促進】
◆認定こども園施設整備費補助金（239,807千円）

H27：該当なし → H28： 2棟
◇保育所等整備交付金（H27創設 国直接補助事業）

H27：実施 7棟 → H28： 6棟

高知県職員等こころざし特例基金を活用
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保育所・幼稚園等の高台移転への補助について
幼保支援課

抜
本
的
な
津

１ 補助対象施設：保育所・幼稚園・認定こども園・認可外保育施設

２ 補助先：市町村

３ 補助対象経費：

（１）移転場所の選定及び高層化に必要となる調査・測量等委託費

・候補地調査、用地測量、地質調査等

（２）移転及び高層化に係る計画の作成等委託費

・概略図の作成、全体事業費の概算等

４ 補助率： １／２以内

高台移転検討への補助

保育所・幼稚園等高台移転施設整備事業費補助金

H2８⾒積：533,631千円

現 状

「【第2弾】南海トラフの巨大地震による震度分布・津波浸水予測」によ
れば、保育所・幼稚園等の全園324園のうち、126園（H27.10.1現在）が
浸水予測区域内に所在している。

課 題

南海トラフ地震に伴い発生する津波から、幼い子どもたちを守るため
に、保育所等においては、耐震化や室内安全の確保、避難訓練の充実
等の対策を行っている。 また、新想定の発表後、これまでの対策に加
え、市町村においては抜本的な津波対策として高台移転の具体的な検
討が進められており、県としても高台移転を行う市町村等に対して支援
を行い、今後の県の将来を担う子どもたちの安全確保を図る。

目 的

つなみまん

高知県防災キャラクター
©やなせたかし

本県の将来を担う子どもたちの安全・安心を確保する対策を加速するため、職員
等の給与特例減額分を原資に、「高知県職員等こころざし特例基金」に積み立てて、活
用する。

高知県職員等こころざし特例基金の活用

（１）移転完了・・・2市2か所（2園）

（２）移転決定・・・5市町5か所（7園）

（３）移転先の候補地決定 ・・・3市町3か所（3園）

（４）移転に関して具体的な動きあり

・・・3市町5か所（6園）

高台移転の進捗状況

波
対
策 １ 補助対象施設：保育所・幼稚園・認定こども園

２ 補助先：市町村（保育所・公立幼稚園・認定こども園については、

高知市を除く。）、私立幼稚園設置者、私立認定こども園設置者

３ 補助要件

・津波浸水予測区域外への移転及び現地での高層化

・市町村が、乳幼児を津波から守るため高台移転が適当と判断したもの

・被災後の地域における継続的な保育の提供の確保(BCP)が必要な場合

など、総合的に判断

４ 補助基準額

・施設の定員規模に応じた補助基準額（本体工事、特殊附帯工事、設計料加算）

・ＢＣＰへの対応に係る整備費を加算した額

５ 補助率：３／４以内

（※国の補助対象となった事業については、県の補助金額から県の補助対象経費

に対応する国からの補助相当額を除いた額を補助する。）

高台移転施設整備への補助
○乳幼児は、自力での避難が困難であり、時間を要する。
○乳幼児を安全に避難させるには、職員のみでは限界がある。
○安全な避難場所の確保が難しい場合がある。

じしんまん【H27.11 現在】
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⻘少年教育施設整備事業（⻘少年センター・塩⾒記念⻘少年プラザ改築事業） ⽣涯学習課
H28⾒積：1,244,969千円（⼀）343,492千円
※うち南海トラフ地震対策 1,234,733千円（⼀）334,256千円

（H27当初： 554,686千円（⼀） 65,580千円）

老朽化が進むとともに、耐震性にも問題がある青少年センター本館及び宿泊棟と塩見記念
青少年プラザの改築を実施する。

また、青少年センター陸上競技場の整備に向けた測量設計を行う。

事業概要

・建物の老朽化に加え、耐震性に問題があり、利用者の安全性確保に懸念
・施設の機能を更に充実させるために必要なスペースと機能に問題

・県東部エリアの陸上競技の拠点、また、利用が増加しているサッカー等の競技環境
としての機能向上が求められている
・施設整備にあたっては南海トラフ地震への対応が必要

現状・課題

◆青少年センター本館・宿泊棟 H28 新施設供用開始・現施設取り壊し実施
（駐車場 H29供用開始）

◆塩見記念青少年プラザ H30 新施設供用開始
◆青少年センター陸上競技場 H30 新施設供用開始

事業⽬標

実施内容

◆耐震性向上による利用者の安全確保
◆施設の機能強化により、青少年の創造性を更に引き出すととも

に、幅広いニーズに対応

期待される効果期待される効果

青少年センター
子どもたちをはじめ様々な利用者
が快適に宿泊できる機能の整備 塩見記念青少年プラザ本館・宿泊棟 地震の際の津波避難ビル

として対応できるよう考慮
青少年センター

屋上

３階

２階

１階

太陽熱温水器

宿泊室（２階10室、３階９室）

指導員室（各階２室）

リネン室（各階１）、大浴場（３階）

小浴場（２階）、バリアフリー浴室（２階）

便所（男女・多目的）（各階１）

交流ラウンジ（各階１）

食堂・喫茶コーナー、ラウンジ、便所

ホール、多目的室

会議室A・B・C・D
（1室は分割可）

便所（男女・多目的）

事務室
エントランスホール

歴史文化教室

化石展示ホール
自然科学教室
用具保管庫

公用車駐車場

２階

１階

屋上 太陽光パネル

宿泊棟（3階） 本館（2階）

中庭
発電機

通
路

エ
レ
ベ
ー
タ

エレベータ設置や多目的トイレ設置等により、
バリアフリー化を推進

災害時における停電への対応と
して発電機を整備

ソフトボール
球場

北駐車場

現本館・
宿泊棟

本館・
宿泊棟

【改築後】

陸上競技場

自然科学教室の新設や会議室の増などにより、
機能を強化

現在の陸上競技場

県東部地域の競技大会の実施や練習等に使用する全天候型のトラックやサッカー等の競技が実施できるフィール
ドの整備など、公認陸上競技場の整備に向けた検討を実施
※総合防災拠点（広域拠点）としての利用（ヘリ離発着）や青少年教育施設としての機能、周辺環境等を考慮

陸上競技場

階数 改築後の構成【基本設計時）

５階 多目的室

４階 学習室（ 個人用（14→26席）・グループ用）
トークサロン、まんが図書室

PRINK（高知県思春期相談センター）
外部団体居室

３階 音楽室（３室）
外部団体居室（５室）

共用会議室・相談室（各１室）

２階 県警少年サポートセンター
（事務室、センター長室、面接室（２室）、
相談室（５室）、前室、倉庫）
管理事務室

１階 エントランスホール
駐車場（９台）・駐輪場（55台）

・青少年に対する相談援助機能の強化
・青少年が集まり活動しやすい場所の拡充

拡張

完成予想図（本館・宿泊棟）

拡張

New

拡張

拡張

New

拡張

青少年が「つどい」、青少年を「支える」、
青少年のための施設

完成予想図

利用の多い学習室
の席数の増

新たに移転し、青少年の
相談援助機能の強化

少年非行への対応強化のため、
相談室の増など機能強化

現在非常に狭い駐車場・駐輪
場の駐車・駐輪台数増

現在の本館・宿泊棟は

新施設供用開始後に取り壊し、
（H29に駐車場工事実施）
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防災教育推進事業費 学校安全対策課

南海トラフ地震に備えるため、児童⽣徒の防災対応⼒の向上及び学校
や教職員の危機管理⼒・防災⼒の向上を図る。

事業概要

・防災教育は教育課程上の位置付けがなく、各学校での時間確保が難しい。
特に、⾼等学校での時間確保が難しい。

・地域により学校の取組に差がある。
・平成25年3⽉に策定した「安全教育プログラム（震災編）」を全教職員に配付し、

防災教育の徹底を図っているが、全教職員への普及・徹底が⼗分とはいえない。

現状・課題

教職員⼀⼈ひとりが「安全教育プログラム（震災編）」に基づく防災教育
を実施し、指導⼒を⾼める。

事業⽬標

・｢⾃分の命は⾃分で守る｣｢他者や社会の安全に貢献できる｣児童⽣徒の育成。
・教職員の防災に関する資質・指導⼒の向上。
・発達段階に応じた防災教育の充実。
・学校の防災管理、組織活動の強化。

期待される効果期待される効果

【防災教育研修会】1,877千円（H27当初：1,577 千円）
安全教育プログラム（震災編）に基づく指導⽅法や先進

事例等を伝えることにより、学校の危機管理⼒や防災⼒を

H28⾒積：17,207千円（⼀）12,220千円
（H27当初：15,710千円（⼀）10,321千円）

（参考）27年度までの取組
●安全教育プログラム（震災編）

を全教職員に配布
防災教育教材「南海地震に備え

安
全
教
育

実施内容

⾼める。 ＊学校悉皆研修
県内３か所で４回実施（東部1回・中部２回・⻄部1回）

【防災教育指導事業】3,757千円（H27当初：4,403千円）
・安全教育プログラム（震災編）の改訂・配布
・防災ハンドブック 新⾼１年⽣に配布
・防災教育副読本 新⼩３・新中１年⽣に配布
・安全教育プログラムの徹底

市町村等訪問指導回数 H27:6回 → H28:６回

【実践的防災教育推進事業】
4,577千円（H27当初：4,779千円）

緊急地震速報等を活⽤した避難訓練や公開授業等の先進
的・ 実践的な防災教育を⾏い、取組内容を発信する。

H27：12校で実施 → H28：12校で実施予定
【防災キャンプ推進事業】1,600千円（H27当初：1,600千円）

地域住⺠や保護者とともに学校等で避難⽣活を体験する。
H27:4地域で実施 → H28:4地域で実施予定

【学校防災アドバイザー派遣事業】
1,833千円（H27当初：1,833千円）

津波浸⽔域や⼟砂災害警戒区域等にある学校を中⼼に学校
防災アドバイザーを派遣し、避難経路や避難場所等の点検や
防災学習を実施する。

H27：100校派遣 → H28：100校派遣予定
【避難所運営訓練等委託料】

3,563千円（H27当初：1,518千円）
避難所運営訓練等を実施する。

H27：県⽴学校 → H28：県⽴学校、公⽴⼩中学校

普 及 徹 底

●モデル校（実践的防災教育
推進校・防災キャンプ実施
校）の実践例を普及

●安全教育プログラム(震災編)を
改訂・全教職員に配布

●防災教育推進フォーラム開催 確 認

●学校安全対策チェックリスト等
で確認（毎学期末）

●防災教育研修会や各市町村･学校等に
出向きプログラムによる教育⽅法を
指導

●学校防災マニュアル・学校安全計画等
の点検

県教育委員会

安全教育プログラム
（震災編）に基づく
防災教育（避難訓練
･学習）を実施

●防災教育教材「南海地震に備え
ちょき」改訂、全校に配布

●防災教育副読本を⼩３〜⼩６
・中学⽣全員に配布

●⾼校⽣防災ハンドブック等を
⾼校⽣全員に配布

●防災教育実践事例集作成・配布 等

モデル校等で保護者・地域
住⺠を巻き込んだ避難訓練
や防災教育を実施

学 校

波及

育
プ
ロ
グ
ラ
ム
の
徹
底

学
校
・
地
域
の
連
携

教職員

児童⽣徒

地域住⺠

保護者
防災教育

副読本等使⽤

防
災
管
理
の
強
化

★防災学習・避難訓練の確実な実施
★防災管理の強化
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施設整備事業（県⽴⾼等学校再編振興計画の推進） ⾼等学校課
H28⾒積：865,148千円（⼀）234,148千円
（債務負担 5,662,367千円 ）

（H27当初： 70,856千円 （⼀） 70,856千円）

平成26年10月に策定した県立高等学校再編振興計画の前期実施計画において、統合を実
施する学校に必要な施設を整備するため、必要な改修工事や新校舎の建築工事を行う。

事業概要

○高知南中高校と高知西高校を統合し、現在の高知西高校の敷地に新たな中高一
貫教育校を設置する。（平成35年度統合完了）
○須崎工業高校と須崎高校を統合し、現在の須崎工業高校の敷地に高吾地域の拠
点校を設置する。（平成31年度統合完了）

現状・課題

それぞれの統合に向けて、統合後の学
校の目指す姿を実現するために必要な施
設整備等を実施し、教育環境を充実させる。

事業⽬標

実施内容

生徒数の減少へ対応、震災に強い教育環境の整備や教育のさらな
る充実を目的とした統合後の学校を、県民の期待に応える学校として
ふさわしい環境に整備し、その魅力を発信する。

期待される効果期待される効果

【536,359千円 （債務負担 2,000,025千円）】新中⾼⼀貫教育校 【328,789千円 （債務負担 3,662,342千円）】⾼吾地域拠点校
○実施設計終了（平成28年8月末予定）後、平成29年1月を目途に新校舎の建築工
事を開始。併せて、工損事前調査及び既存建物（家庭経営室や駐輪場）の解体工事
を行う。また、高知市内県立学校共同グラウンド（高知市朝倉）の測量業務や実施設
計を行う。

○平成28年度当初予算の内容

(1) 新中高一貫教育校 実施設計委託料 71,814千円
(2) 新中高一貫教育校 校舎新築工事請負費

358,785千円（H29債務負担 1,956,867千円）
(3) 新中高一貫教育校 既存建物解体工事請負費 61,718千円
(4) 新中高一貫教育校 工損事前調査委託料 12,139千円
(5) 新中高一貫教育校 工事監理委託料 18,496千円（H29債務負担 43,158千円）
(6) 高知市内県立学校 共同グラウンド測量業務委託料 7,737千円
(7) 高知市内県立学校 共同グラウンド実施設計委託料 5,670千円

○校舎建築スケジュール（案）

○平成27年12月補正により前倒した実施設計（平成28年11月末終了予定）後、平成
29年7月を目途に新館及び新体育館等の建築工事、既存校舎の改築工事を行う。併
せて地質調査、仮設建築工事及び既存建物（生徒昇降口・実習棟等）の解体工事、
プール本体の実施設計及び改修工事を行う。また、統合に伴い増加する生徒分の駐
輪場を敷地外に整備するため、不動産鑑定、当該土地購入及び実施設計を行う。

○平成28年度当初予算の内容（主要なもの）

(1)高吾地域拠点校 校舎新築工事請負費
0千円（H29債務負担 932,620千円、H30債務負担 1,956,867千円）

(2)高吾地域拠点校 既存校舎改修工事請負費
0千円（H29債務負担 164,059千円、H30債務負担 497,383千円）

(3)高吾地域拠点校 仮設建物建築工事請負費 82,080千円
(4)高吾地域拠点校 既存建物配管盛替工事請負費 32,400千円
(4)高吾地域拠点校 既存建物解体工事請負費 16,416千円
(5)高吾地域拠点校 既存校舎一部改修工事請負費 4,446千円
(6)高吾地域拠点校 敷地外駐輪場整備土地購入費 11,680千円
(7)高吾地域拠点校 プール改修工事請負費20,132千円（H29債務負担 32,191千円）

○校舎建築スケジュール（案）

建 築
実施設計

H30H29H28

改修工事

H31

建 築
実施設計

H30H29H28

改修工事

H31
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グローバル教育推進事業 ⾼等学校課
H28⾒積： 46,709千円（⼀）36,699千円

（H27当初： 91,868千円（⼀）84,508千円）

郷土を愛し、その発展に貢献できる人材や高い志をもち高知から世界へチャレンジできる人材であるグローバル人材
の育成を図るため、有識者によるグローバル教育推進委員会の助言を受けながら、高知南中学校・高等学校と高知西
高等学校を推進校として、グローバル教育プログラム（探究学習と英語教育）を開発・実践して、その成果を県内の県
立中学校・高等学校に普及し、本県の地域振興や産業振興に資する人材の育成を図る。また、先導的な学校づくりを
進めるため、国際バカロレア認定に向けた取組を進める。

事業概要

○高知西高校の英語科と高知南高校の国際科を中心として国際理解教育を推進してきたが、
異文化理解を柱に据えた国際交流と語学学習が中心であった。

○少子高齢化やグローバル化の進行など、社会や経済の姿が大きく変貌している。
・小学校５年生から英語が教科化（H32年度）
・知識だけでなく、思考力や表現力等を問う大学入試制度へ
・自ら学び判断できる若者、産業振興や地域振興を担っていく 人材への期待

現状・課題

○グローバル教育プログラム（探究型学習と英語教育）を開発・実践し、その成果を県内の県立中
学校・高等学校に普及する。

○高知南中学校・高等学校と高知西高等学校を統合した新たな中高一貫教育校で平成３４年度を
目標に国際バカロレア認定を受ける。

事業⽬標

実施内容

期待される効果期待される効果

生徒の論理的思考力や判断力、表現力を育成し、英語運用能力を高
めることで、将来、本県の地域振興や産業振興を担う人材の育成につ
ながる。また、国公立大学や難関大学などの生徒の進路実現を支援で
きる。

グローバル教育推進委員会【 1,772千円】

・教育委員会事務局を中心に、グローバル教育の実践や国際バカロレアに精通した外部委員を加えて、戦略的且つ計画的に取組を推進する。

・本事業の全体計画の進捗状況を検討し、PDCAを機能させる。また、学校の取組に対して評価し、指導・助言を行う。

将来の県立中学校・高等学校

すべての県立中学校・高等学校でグ
バ 教育 視点を取り入れた教

○グローバル教育プログラム（課題研究）の実践・検証
○フィールドワークの実施
○ＩＣＴを活用した教育環境の充実

高知南中学校・高等学校と高知西高等学校へタブレットPCを配備

○ＩＣＴを活用したカリキュラムの実践
外国人指導助手等との生きた英語によるコミュニケーション
海外大学の講義や学会の講演会等の聴講、姉妹校との討議
ＴＯＦＥＬや英検等の学習

○課題研究発表会の開催
○連携先での学習活動の実施

評価・指導

ローバル教育の視点を取り入れた教
育を推進することで、グローバル人材
を育成

○より豊かな学力の定着によ

るさらなる大学進学の実現

○思考力、判断力､ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ

能力を高める探究型学習

○高度な英語運用能力の養成

グローバル教育推進校
大学進学の拠点校

問題解決
能力の育成

ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ

能力の育成

思考力の育成
○グローバル教育プログラム（探究型学習）の実践・検証
○外部講師による特別授業

○グローバル教育プログラム（英語教育）の実践・検証

推進校での取組
１ ＩＣＴ環境の整備（タブレットPCの整備） 【17,712千円】

現在の整備数「各84台（高知南・高知西）」＋H28整備予定数「各42台（高知南・高知西） 」
⇒「各126台（高知南・高知西） 」

２ 高知南中学校・高等学校のプログラム【4,977千円】
○ 講師・アドバイザーの招へい謝金・旅費
○ スーパーティーチャーの招へい謝金・旅費
○ 先進校視察
○ 書籍の購入

３ 高知西高等学校のプログラム【10,001千円】 （国）10,001千円

＊ 国の指定事業「スーパーグローバルハイスクール」に平成２７年度採択（５年間指定）
され、国費を活用する。

○ 講師・アドバイザーの招へい謝金・旅費
○ ティーチングアシスタントの招へい謝金・旅費
○ フィールドワーク旅費
○ 先進校視察
○ 書籍の購入

４ 新中高一貫教育校説明会【4,438千円】
○ 国際バカロレア教育の内容を踏まえ、新中高一貫教育校について説明会を実施する。

５ キャリア支援事業【2,205千円】 （諸）9千円

実践可能な取組を順次他校へ普及

国際バカロレア認定の研究【5,604千円】 グローバル人材の育成を図るために、国際バカロレアのディプロマプログラムの認定校をつくることを目的とする。平成27年度は国際バカロレア機構が主催するワークショップに参加して、国際バカロレアの

プログラムが指導できる教員を育成する。

羽ばたけ世界へ留学支援事業【422-07へ組替】
県立高等学校の生徒の外国の高等学校への長期留学や短期研修にかかる費用の一部を支援する。国の高校生国際交流促進費を活用する。 5959



【新】県⽴学校LANシステム整備事業 教育政策課
H28⾒積：23,768千円（⼀）23,768千円

事業概要

現状・課題 事業⽬標

実施内容

期待される効果期待される効果

• 県⽴学校の情報通信基盤となる校内LAN及び県⽴学校で使⽤するコンピュータや情報
資産を安全かつ確実に管理するための基幹情報システムである「県⽴学校LANシステ
ム」の再構築を⾏う。

• 校内LAN機器の運⽤保守を⾏う。

• 平成28年度より本運⽤を開始する「校務⽀援システム」をはじめ「総
務事務システム」等の業務システムとの確実な連携、接続ができ、⼀層
の業務の効率化を図ることが可能となる。

• 標的型攻撃等のサイバー攻撃を防ぐ堅牢なイントラ網が整備され、個⼈
情報の漏えい等のリスクを低減させることが可能となる。

• 平成22年度の運⽤開始以来、６年が超過し⽼朽化が顕著
• ハードウェア保守期間の終了で修繕が困難
• 個⼈情報を含むデータ取扱のための⾼度なセキュリティ確保が必須

システム稼働率を向上させることにより、システムダウンによる業務の停⽌を防⽌
する。（平成26年度 合計ダウンタイム 31時間20分（稼働率 99.64%））
平成29年度 年間システム稼働率 99.67%以上（年間ダウンタイム22時間以内）
平成30年間 年間システム稼働率 99.90%以上（年間ダウンタイム8間45分以内）

H28年度 H29年度 H30年度 H31年度 H32年度 H33年度

※ 各校内LANを除いたシステム稼働率

県
⽴
学
校
Ｌ
Ａ
Ｎ
シ
ス
テ
ム
再
構
築
の
ね
ら
い

機密性
Security

更新
Replace

信頼性
Reliability

H34年2⽉末

構築 H29年3⽉1⽇ 運⽤開始（60か⽉）

構築費（初期費⽤）
19,332千円

運⽤費
4,435千円/⽉×60⽉≒266,108千円 5年間（60か⽉）総経費

285,440千円
平成28年度⾒積経費
23,768千円

標的型攻撃、ゼロデイ攻撃など⾼度なマルウェアによるサイバー
攻撃からネットワーク全体を保護。⼤切な個⼈情報等の情報資産
を漏えいさせない強固な機密性を確保。
マルウェアを「発⾒」「防御」「特定・修復」を⾏う、⾼度で最
新の仕組みを構築。

ハードウェア保守サポート期間が終了するため、早急にサーバ
機器の更新を⾏い、⽼朽化対策を⾏う必要あり。
機器の更新に伴い、主要な機能であるファイルサーバの⾼機能
化、⼤容量化を図ることが可能となり、校務の情報化をさらに
推進。

各校に配置した中継サーバを廃⽌し、障害発⽣ポイントの総数
縮減により、メンテナンスに係る経費を抑制。
県⽴学校の通信基盤となるため、システム障害や不具合が発⽣
しにくいよう冗⻑化構成を⾏い、堅牢な⾼機能データセンター
に中枢を配置することで確実にサービスを提供。

県⽴学校ＬＡＮシステムの概要図

県⽴学校
LANシステム

教育ネット
システム

Internet
県⽴学校
校務⽀援
システム

メール・ウェブ・
フィルタリング等

成績処理、指導要録
各種調査、報告 等

すべての通信基盤

県庁ネットワーク

総務事務
システム

勤務実績管理
諸⼿当・年末調整

校内ネットワーク

校内LAN運⽤保守

委託範囲
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